
自助・共助・公助について 

防災カルテから地区の現状を知る 

 防災カルテを用いて地区の特性や災害リスク、防災上の課題を理解し、 
地域でできる防災対策について考えてみましょう。 

（１）人口・建物概況 

 地区内にはどんな人が住んで
いるのか、どのような建物があ
るのか等、地区の人口構成や構
造別の建物割合を把握し、地域
内の協力体制や支援体制、災害
種別ごとの防災対策に役立てま
しょう。 
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（２）災害リスク評価 

 防災カルテでは、地区
の災害特性や安全性、防
災力についてレーダー
チャートで示しています。  
 地区の災害に対する強
み、弱みを理解し、地域
内で強みを活かし、弱み
を補うための地域活動を
考えましょう。 

（３）被害想定調査結果（地震・風水害） 

 防災カルテでは、自分の地域
がどのような災害によりどれだ
け影響を受けるかを示していま
す。それぞれの特性に応じて災
害種別ごとにどのような防災対
策が必要かを考えてみましょう。 

（５）防災上の課題 

 防災カルテでは、(1)
～(4)の地区の現状を踏
まえ、地域が解決すべ
き課題について示して
います。課題をを把握
し、項目ごとに必要な
防災対策について考え
てみましょう。 
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 災害対策の心得として、自ら防災対策に取り組む「自
助」、家族や身の回りの人と地域で、皆で協力して取り組
む「共助」、行政や公的機関が取り組む「公助」がありま
す。災害に備えるためにはこの３つの助け合いが重要です。 
 阪神・淡路大震災では、倒壊家屋のがれきに挟まれた方
などの大半が近隣住民等の「共助」により助けられました。
地域の効果的な防災対策として、自治会や自主防災組織等
を活かし、互いに協力し合う、「共助」に取り組みましょ
う。 
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（６）被害想定結果（地震・風水害）
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　市全体の結果と比較すると、地震災害については、焼失棟数を除き、建物被害はやや少ない傾向と
なっています。また、人的被害については、死者、避難者はほぼ同程度ですが、負傷者については建物
被害による影響が小さいことから、市よりやや少なくなっています。
　一方で風水害については、江戸川に面していることから、江戸川の氾濫による影響が大きく、市全体
と比較して浸水棟数も多くなっています。
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（４）地区内の防災関連施設 

 防災カルテには災害時に重要な主な施設について示しています。 
近隣にどのような施設がどこにあるのかを確認し、避難所や避難場
所、負傷時の医療救護所等を決めておきましょう。 

避難場所 避難所 福祉避難所 

要配慮者利用施設 医療救護所 

自助 

共助 公助 

避難場所…大きな公園や広場等、災害時に危険から身を守るため、一時的に避難する場所。 

避難所…災害により、居場所を確保することができなくなった方が滞在する施設。 

<<避難場所と避難所の違いは？>> 

２ 

◆人口 ◆建物

※割合：市全体の総数に対する地区総数の割合 ※割合：市全体の総数に対する地区総数の割合

平均値：39地区の平均値を示しています。 平均値：39地区の平均値を示しています。

　地区の人口は、全地区の平均人口より多い
です。また、市全体と比較すると15～64歳
の割合がやや高く、若い世代がやや多い地区
となっています。

　地区の建物は、全地区の平均棟数よりやや
多いです。市全体と比較すると昭和56年以降
の新耐震基準の建物割合が高いです。また、
非木造建物が多い地区となっています。
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（3）人口・建物概況
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<<災害時に重要な主な施設>> 

市川市地区別防災カルテ ＜ 市川小学校区 ＞

　地区の西側に江戸川が面し、近くに真間川が流れていることから、浸水被害の恐れがあ
り、浸水対策や円滑な避難に備えることが重要です。

課題項目

地震

風水害

　地区全域において、震度6弱の揺れが予測され、液状化や延焼による危険が高いことか
ら、耐震対策や延焼対策、ライフライン途絶に備え、家庭での備蓄対策が重要です。

（7）防災上の課題

　地区内には、狭い道路が多いことから、避難ルートの確保が重要です。また、延焼遮断
となる空地が少ないことから、初期消火の対策が重要です。

　地区には、避難所の受入力及び避難場所の受入力が低いことから、災害発生時は避難所
及び避難場所が混雑する可能性があり、あらかじめ近隣の避難施設を確認しておくことが
重要です。

まちの
安全性

地域の
防災力



 自主防災組織とは「自分たちのまちは自分たちで守る」と
いう心構えで、住民自身が自発的につくる防災の組織です。 
 地域ぐるみで防災活動を行うことで、地区内でコミュニ
ケーションがとれ、災害対策に繋がります。 

自主防災組織を結成しましょう。 

地域でできる防災へ取組を考える、実行する 

平常時 地区内の安全点検、防災訓練、防災知識の普及啓発  等 

災害時 初期消火、避難誘導、救出・救助、避難所運営管理  等 

 お年寄り、病気や障がいがある方、妊産婦、外国人など、特に
配慮すべき人を「要配慮者」といいます。要配慮者の方は自力で
避難することが困難であり、避難の際には周り方の協力が必要で
す。 
 普段からあいさつを交わす等コミュニケーションをとり、災害
発生時は要配慮者の方が避難する際にすぐに協力できるよう、地
域で支援体制を構築しておきましょう。 

要配慮者の支援に積極的に協力しましょう。 

 地区の祭りや清掃活動等、地域で開催されるイベントについ
て積極的に参加を呼び掛けていき、地区内の交流を深め、連帯
感の向上に取り組みましょう。 
 また、地域の中で防災に関する知識を深め、情報を共有して
おくことは、被害の軽減につながります。 
 市が開催する防災訓練、防災教育等の機会に地域ぐるみで積
極的に参加し、次世代を担う防災リーダーを育成していきま
しょう。 

地域で顔が見える関係を積極的に作りましょう。 

 災害の被害を軽減するには地域の助け合いが必要不可欠です。防災カル
テが示す各々の地区の現状課題及び防災対策の方向性を踏まえ、地域での
具体的な取り組みを進めましょう。 

市川市 危機管理室 危機管理課 
TEL:047-712-8563(直通） 
〒272-8501 千葉県市川市南八幡2-20-2  
HP：http//www.city.ichikawa.lg.jp/ 
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（９）防災マップ 市川市地区別防災カルテ 真間小学校区

　医療救護所

－

真間小学校

須和田の丘支援学校

　福祉避難所

　小学校区防災拠点

（７）防災マップ 

 地区内の避難所や避難場所、活動拠点、危険箇所等を 
防災マップに書き込んでオリジナルマップを完成させましょう！ 
 また、地区内で開催する訓練で防災マップを活用してみましょう。 

地域のみなさん
で平常時に一度
地区内を歩いて
みましょう。 

（6）防災対策の方向性 

 防災対策の方向性では
災害に対する強み、弱み、
防災上の課題を踏まえ、
地域の取り組むべき方向
性について、効果的な対
策を示しています。 
 各々の地域で必要な防
災対策に取り組んでいき
ましょう。 

（８）防災対策の方向性

地域の
取組

　緊急車両通行不能道路率が高いことからあらかじめ、災害時に負傷者が
発生した場合、即座に応急手当てができるように、市の訓練に参加する等
対策を行うことが必要です。　また、将来的には災リーダー少ないと想定
されることから、若い世代に対し、積極的に地域で積極的に防災教育のイ
ベント等への参加を呼びかけ、将来的に防災活動を行う防災リーダーをさ
らに増やしていくことが必要です。
　延焼のしにくさ及び消防活動のしやすさが「３」を示しており、延焼に
よる危険性も「４」を示していることから、市が開催する防災訓練等に積
極的に参加し、地域内で火災や消火に関する知識共有を行うことが重要で
す。

個人の
取組

　地震災害については延焼の危険が最も高いことから、住宅用消化器を設
置する等、初期消火等の対策を行うことが必要です。また、住宅用火災警
報器の設置を行う等、火災発生時の逃げ遅れ対策を行うことが重要です。
　水害については江戸川及び真間川氾濫による浸水被害が考えられること
から、大雨時等の避難場所や避難所について確認しておくことが必要で
す。また、自宅等への浸水を防ぐため、土のうや止水版の設置等の対策を
行うことも重要です。
　また、道路閉塞率が高いことから避難径の確保ができない可能性があり
ます。あらかじめ、避難場所までの避難経路を決めておくことが必要で
す。緊急車両通行可能道路率が低いことから、救急医療品等あらかじめ準
備しておくことが必要です。

項目 取組の方向性

小学校区防災拠点  
地域で集まる場所、防災
倉庫の位置等防災上必要
な情報を記入してみま

しょう。 

地域の取組 

個人の取組 

３ 

※具体的な取り組みに関する詳細は「日頃の備え」に記載しています。 
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